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平成２７年度からの共同利用・共同研究拠点の認定の公募 

について（通知） 

 

 

 標記について、別添「平成２７年度からの共同利用・共同研究拠点の認定の公募に

ついて」により公募を行うこととしますので、お知らせいたします。 

 つきましては、本拠点の認定を希望される大学におかれましては、本制度の趣旨等

に十分御留意の上、別添に基づき、必要な調書等を作成し申請いただくようお願いし

ます。 

なお、大学の共同利用・共同研究拠点制度については、平成２０年７月３１日付け

２０文科振第８０１号「学校教育法施行規則の一部を改正する省令及び共同利用・共

同研究拠点の認定等に関する規程の施行について（通知）」でお示ししております。 

 

 

 

 

【本件に関する問合せ先】 
担 当：学術機関課 機構調整・共同利用係（今野） 
電 話：０３－６７３４－４０８５（直通） 
電 話：０３－５２５３－４１１１（内線４２９９） 
メール：gakkikan@mext.go.jp 
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平成２７年度からの共同利用・共同研究拠点の認定の公募について 

 

１．制度の趣旨 

   我が国の学術研究の発展には、大学が有する大型・最新の研究設備や大量の学

術資料・データ等を、個々の大学の枠を越えて全国の研究者が共同で利用し共同

研究を行う「共同利用・共同研究」のシステムが大きく貢献してきました。 

   従来、共同利用・共同研究は、国立大学の全国共同利用型の附置研究所等を中

心に推進されてきましたが、学術研究の更なる発展のためには、国公私立大学を

問わず大学の研究ポテンシャルを活用し、研究者が共同で研究を行う体制を整備

することが重要です。 

   このため、文部科学省では、平成２０年７月に学校教育法施行規則を改正し、

国公私立大学を通じたシステムとして、新たに文部科学大臣による共同利用・共

同研究拠点（以下、「拠点」という。）の認定制度を設けました。 

   本制度の実施により、広範な研究分野にわたり共同利用・共同研究拠点が形成

されるなど、我が国の学術研究の基盤強化と新たな学術研究の進展が期待されま

す。 

 

２．公募対象 

  ・単独の拠点を目指す、公立大学、私立大学の研究施設 

  ・ネットワーク型の拠点を目指す、公立大学、私立大学の研究施設 

 

   ※私立大学には、学校設置会社が設置する大学及び放送大学を含む（本資料において以下同様。）。 

※ネットワーク型の拠点とは、研究分野の特性に応じ、他大学も含めた複数の研究所や研究施

設がネットワークを構成して拠点を設置すること。詳細は別紙３「よくある質問（Ｑ＆Ａ）（参

考）」を参照。 

 

  【留意事項】 

    ・認定を受けた研究施設を置く大学の学長は、毎年度、当該年度における共

同利用・共同研究の実施計画を定め、当該年度の開始前に文部科学大臣に

提出することとなっています。 

    ・学長は、毎年度終了後３月以内に、当該年度における共同利用・共同研究

の実施状況を取りまとめ、文部科学大臣に提出することになっています。 

    ・あわせて、拠点としての活動状況についての報告を求めることや評価を実

施することがあります。 

 ・上記のほか、拠点の趣旨・認定の基準等については、別紙１「共同利用・

共同研究拠点の認定等に関する規程（平成２０年文部科学省告示第１３３

号）」、別紙２「審議に当たっての主な観点（参考）」及び別紙３「よくあ

る質問（Ｑ＆Ａ）（参考）」を確認してください。 

 

別 添 



    ・拠点としての有効期間は、認定日から平成３３年３月末（６年間）としま

す。 

    ・平成２７年度概算要求に「特色ある共同研究拠点の整備の推進事業」を計

上しており、今回新たに認定を受けた拠点（現在認定を受けている拠点が

再認定された場合を除く）は同事業による財政支援を申請することができ

ます。 

 

３．拠点認定に係るスケジュール 

   以下のとおり、「事前相談期間」及び「申請書受付期間」を設けています。申

請を検討している大学は必ず、あらかじめ次ページの「本件に関する問合せ先」

まで相談いただくようお願いします。 

 

 （１）事前相談期間 

    平成２６年１０月１日（水）～平成２６年１１月５日（水） 

 

 （２）申請書受付期間 

    平成２６年１１月６日（木）～平成２６年１１月１１日（火）【必着】 

 

 （３）その後のスケジュール（予定） 

    平成２６年１１月～平成２７年３月 科学技術・学術審議会学術分科会研究

環境基盤部会での審議 

    平成２７年４月          文部科学大臣の認定 

 

４．申請に係る各種様式等 

   申請書の記載に当たっては、別紙４「共同利用・共同研究拠点 申請書」及び

別紙５「共同利用・共同研究拠点 申請書記入要領」を御利用ください。 

申請書等については、文部科学省のホームページ（共同利用・共同研究拠点：

http://www.mext.go.jp/a_menu/kyoten/index.htm）に掲載いたしますので、ダウ

ンロードして活用してください。 

 

５．申請書の提出 

 （１）申請書受付期間（再掲） 

平成２６年１１月６日（木）～平成２６年１１月１１日（火）【必着】 

 

（２）提出部数等 

 申請書は関係書類等を同封の上、原本１部、コピー２５部（計２６部）を提

出してください。また、併せて電子媒体（ＣＤ－ＲＯＭ等）についても提出

してください。 

 

 



（３）申請書提出先 

    〒１００－８９５９ 

     東京都千代田区霞が関３－２－２ 

     文部科学省研究振興局学術機関課 機構調整・共同利用係 

 

   ※郵送での提出の場合 

    申請書を郵送する場合には、配達を証明できる方法（特定記録、簡易書留、

宅配便等）により、余裕を持って発送してください。また、封筒等の表に、

朱書きで「共同利用・共同研究拠点申請書在中」と明記してください。 

 

 

【本件に関する問合せ先】 

担 当：学術機関課 機構調整・共同利用係（今野） 

電 話：０３－６７３４－４０８５（直通） 

０３－５２５３－４１１１（内線４２９９） 

メール：gakkikan@mext.go.jp 



共同利用・共同研究拠点の認定等に関する規程 
 

（平成２０年７月３０日 文部科学省告示第１３３号） 
（平成２１年８月２０日 一部改正） 

 
（趣旨） 

第１条 学校教育法施行規則（以下「規則」という。）第１４３条の３第２項の規定

に基づく共同利用・共同研究拠点の認定その他の共同利用・共同研究拠点に関する

事項については、この規程の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

１ 申請施設 共同利用・共同研究拠点の認定を受けようとする研究施設をいう。 

２ 関連研究者 研究施設を置く大学の職員以外の者で、当該研究施設の目的たる

研究と同一の分野の研究に従事する者をいう。 

３ 共同利用・共同研究 大学に置かれた研究施設を利用して行われる研究であっ

て、募集により関連研究者が参加して行われるものをいう。 

（認定の基準） 

第３条 規則第１４３条の３第２項に規定する共同利用・共同研究拠点（以下「拠点」

という。）の認定の基準は次のとおりとする。 

 １ 申請施設が、大学の学則その他これに準ずるものに記載されていること。 

 ２ 申請施設が、研究実績、研究水準、研究環境等に照らし、当該申請施設の目的

たる研究の分野における中核的な研究施設であると認められること。 

 ３ 共同利用・共同研究に必要な施設、設備及び資料等を備えていること。 

 ４ 共同利用・共同研究の実施に関する重要事項であって、申請施設の長が必要

と認めるものについて、当該申請施設の長の諮問に応じる機関として、次に掲

げる委員で組織する運営委員会等を置き、イの委員の数が運営委員会等の委員

の総数の２分の１以下であること。 

  イ 当該申請施設の職員 

  ロ 関連研究者 

  ハ その他当該申請施設の長が必要と認める者 

 ５ 共同利用・共同研究の課題等を広く全国の関連研究者から募集し、関連研究

者その他の申請施設の職員以外の者の委員の数が委員の総数の２分の１以上で

ある組織の議を経て採択を行っていること。 

 ６ 共同利用・共同研究に参加する関連研究者に対し、申請施設の利用に関する

技術的支援、必要な情報の提供その他の支援を行うために必要な体制を整備し

ていること。 

 ７ 全国の関連研究者に対し、共同利用・共同研究への参加の方法、利用可能な

施設、設備及び資料等の状況、申請施設における研究の成果その他の共同利用・

共同研究への参加に関する情報の提供を広く行っていること。 

 ８ 共同利用・共同研究に多数の関連研究者が参加することが見込まれること。 

 ９ 多数の関連研究者から申請施設を拠点として認定するよう要請があること。 

別紙１ 



（認定の申請） 

第４条 申請施設を置く大学の学長は、申請書に次に掲げる書類を添えて、文部科学

大臣に申請するものとする。 

 １ 拠点の認定を受ける趣旨及び必要性を説明する書類 

 ２ 学則その他これに準ずるもので申請施設の設置を記載しているものの写し 

 ３ 申請施設の名称、目的、所在地その他の概要を説明する書類 

 ４ 申請施設の施設、設備及び資料等の状況を説明する書類 

 ５ 運営委員会等の規則の写し及び名簿 

 ６ 共同利用・共同研究の募集及び採択の方法を説明する書類 

 ７ 共同利用・共同研究に参加する関連研究者への支援の体制を説明する書類 

 ８ 関連研究者に対する情報提供の内容及び方法を説明する書類 

 ９ 関連研究者からの申請施設を拠点として認定すべき旨の要請を証する書類 

 １０ その他第３条に規定する基準に適合することを説明する書類 

（認定の手続） 

第５条 文部科学大臣は、前条の申請があった場合には、当該申請に係る認定をする

かどうかを決定し、当該申請をした大学の学長に対し、速やかにその結果を通知す

るものとする。 

２ 文部科学大臣は、前項の認定を行う場合において、その有効期間を定めるものと

する。 

（変更及び廃止等の届出） 

第６条 拠点の認定を受けた研究施設を置く大学の学長（以下「学長」という。）は、

次に掲げる場合には、あらかじめ、その旨を文部科学大臣に届け出るものとする。 

１ 当該研究施設の名称、目的又は所在地を変更しようとするとき。 

２ 運営委員会等の規則を変更しようとするとき。 

３ 当該研究施設を廃止しようとするとき。 

４ 当該研究施設を共同利用・共同研究の用に供することをやめようとするとき。 

（文部科学大臣への報告等） 

第７条 学長は、毎年度、当該年度における共同利用・共同研究の実施計画を定め、

当該年度の開始前に、文部科学大臣に提出するものとする。 

２ 学長は、毎年度終了後３月以内に、当該年度における共同利用・共同研究の実施

状況を取りまとめ、文部科学大臣に提出するものとする。 

（認定の取消し） 

第８条 文部科学大臣は、拠点が第３条に規定する基準に適合しなくなったと認める

ときは、認定を取り消すことができる。 

（認定等の公表） 

第９条 文部科学大臣は、拠点の認定をし、若しくはこれを取り消し、又は第６条第

３号の届出を受けたときは、インターネットの利用その他適切な方法により、その

旨を公表するものとする。 

 

   附 則 

この告示は、学校教育法施行規則の一部を改正する省令（平成２０年文部科学省 

令第２２号）の施行の日から実施する。 
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審議に当たっての主な観点（参考） 

※以下は、科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤部会共同利用・共同研究

拠点に関する作業部会がとりまとめた「審議に当たっての主な観点」です。申請

に当たって適宜参考にしてください。なお、今後の審議により変更の可能性があ

ります。 
   

① 申請施設が、大学の学則その他これに準ずるものに記載されているか。 

（規程第３条第１号関連） 

○ 大学学則、大学組織規則、研究所組織規程等に申請施設が明確に位置付けられているか。 

○ 申請施設が、研究室など極端に細分化された単位ではないか。 

○ ネットワーク型拠点の場合、全ての構成施設が以上を満たしているか。 

   

② 申請施設が、研究実績、研究水準、研究環境等に照らし、当該申請施設の目的た

る研究の分野における中核的な研究施設であると認められるか。 

（規程第３条第２号関連） 

○ 下記のような点を総合的に考慮して、申請施設が当該分野における中核的な研究施設であ

ると認められるか。 

    ・ 申請施設におけるこれまでの研究成果、共同利用・共同研究の実績 

    ・ 競争的資金の採択状況 

    ・ 卓越した研究者やリーダーの存在 

    ・ 申請施設が有する施設・設備及び学術資料等の整備状況・利用状況 等 

○ ネットワーク型拠点の場合、ネットワーク全体として中核的な研究施設であると認められ

るか。 

○ 同一分野に複数の拠点が想定される場合、以下の点に留意し、それぞれの申請施設が中核

的な研究施設であると認められるか。 

    ・ 当該分野における各拠点の特徴 

    ・ 当該分野における拠点ごとの役割分担及び連携体制 

    ・ 当該分野における拠点分散の必要性及び地域性 

    ・ 各拠点における研究者の集積の見込み 

    ・ 各拠点に対する研究者コミュニティの支持の状況 等 

   

③ 共同利用・共同研究に必要な施設、設備及び資料等を備えているか。 

（規程第３条第３号関連） 

  ○ 共同利用・共同研究に必要な施設、設備、学術資料、データベース等を保有しているか。 

  ○ 上記の施設、設備、学術資料、データベース等が、申請時点において共同利用・共同研究

にどの程度利用されているか（利用者数、利用数、アクセス数 等）。 

 

④ 共同利用・共同研究の実施に関する重要事項であって、申請施設の長が必要と認

めるものについて、当該申請施設の長の諮問に応じる機関として、次に掲げる委員

別紙２ 
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で組織する運営委員会等を置き、イの委員の数が運営委員会等の委員の総数の２分

の１以下であるか。 

  イ 当該申請施設の職員 

  ロ 関連研究者 

  ハ その他当該申請施設の長が必要と認める者 

（規程第３条第４号関連） 

○ 申請施設の職員が２分の１以下であり、かつ、研究者コミュニティの意向を適切に反映で

きる人数・構成となっているか。（例えば、当該大学内の委員が多すぎるなど、全国の関連

研究者の意向を反映させにくい構成となっていないか） 

  ○ 審議事項等から見て、拠点における運営委員会の位置付け・役割は適切か。 

  ○ ネットワーク型拠点の場合、全体として拠点機能を発揮できる構成となっているか。（例

えば、構成施設単位で運営委員会が設置されるような体制になっていないか） 

 

⑤ 共同利用・共同研究の課題等を広く全国の関連研究者から募集し、関連研究者そ

の他の申請施設の職員以外の者の委員の数が委員の総数の２分の１以上である組

織の議を経て採択を行っているか。 

（規程第３条第５号関連） 

  ○ 関連研究者その他の申請施設の職員以外の者が２分の１以上であり、かつ、研究者コミュ

ニティの意向や国内外の研究分野の動向等を適切に反映できる人数・構成となっているか。 

  ○ 共同利用・共同研究の課題等の募集方法や採択方法が具体的に構想されているか。 

 

⑥ 共同利用・共同研究に参加する関連研究者に対し、申請施設の利用に関する技術

的支援、必要な情報の提供その他の支援を行うために必要な体制を整備している

か。                         
（規程第３条第６号関連） 

○ 共同利用・共同研究に参加する関連研究者に対する支援業務に従事する専任職員（教員、

技術職員、事務職員等）が配置されているか。 

  ○ 技術的支援について、例えば、技術職員の配置や設備のスムーズな利用等の面で、適切な

体制が整備されているか。 

  ○ 関連研究者に対して、必要な情報を継続的に提供するための体制が整備されているか。 

  ○ その他拠点の活動内容に応じて、例えば、事務体制や研究スペースの確保、宿泊施設の確

保等が適切に行われているか。 

  ○ 関連研究者に対する支援を行うに当たって、必要な全学的支援（予算・人員の配分等）が

継続的に得られる見込みがあるか。 

  ○ ネットワーク型拠点の場合、当該拠点の運営の中核となる研究施設が設定され、当該施設

が拠点の活動全体に責任を持って中心的役割を果たす体制が構築されているか。 

 

⑦ 全国の関連研究者に対し、共同利用・共同研究への参加の方法、利用可能な施設、

設備及び資料等の状況、申請施設における研究の成果その他の共同利用・共同研究

への参加に関する情報の提供を広く行っているか。 
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（規程第３条第７号関連） 

○ 下記のような情報について、例えば、ホームページやメーリングリスト、学会誌での情報

提供等により、広く情報提供を行う具体的方策が定まっているか。 

    ・ 共同利用・共同研究への参加の方法（課題の公募要領、施設の利用要領・利用資格等） 

    ・ 共同利用・共同研究において利用可能な施設、設備及び資料等の状況 

    ・ 申請施設における研究の成果 

    ・ その他共同利用・共同研究に参加する際に得られる支援の内容   等 

 

⑧ 共同利用・共同研究に多数の関連研究者が参加することが見込まれているか。ま

た、多数の関連研究者から申請施設を拠点として認定するよう要請があるか。        

（規程第３条第８号及び９号関連） 

  ○ これまでの共同利用・共同研究の実績（共同研究者数）はどの程度か。 

○ 対象となる研究者コミュニティが明確にされており、当該拠点が研究者コミュニティにと

って必要不可欠であり、当該研究分野の発展に寄与するものか。また、当該拠点と研究者コ

ミュニティが円滑かつ良好な関係を構築できているか。 

○ 研究者コミュニティの規模や当該拠点の規模等を考慮して、多数の関連研究者の参加が見

込まれるか。 

○ 構想されている共同利用・共同研究の内容は関連研究者の要望を十分反映したものとなっ

ているか。 

    

⑨ 以上のような観点を総合的に考慮して、当該分野における中核的な拠点として認

められるか。 
（学校教育法施行規則第１４３条の３第２項関連） 

○ 拠点の形成により、当該学問分野の発展にどのように寄与するか。 

○ 内外の研究動向や国の学術研究全体の中での当該分野の役割の重要性等も踏まえ、拠点形

成の必要性があるか。 

○ 特色ある共同利用・共同研究拠点については、建学の精神に基づく特色ある研究所、地域

の個性やニーズに応じた特色ある研究所、他に類似のものがない新たな学問領域を担う研究

所、災害からの復興や被災地の支援に関する研究所などを対象とし、研究活動や分野の特性

を考慮する。 

 



共同利用・共同研究拠点 よくある質問（Ｑ＆Ａ）（参考） 

《制度関係》 

１．共同利用・共同研究拠点制度の創設の趣旨は何か。 

   我が国においては、研究者の自由な発想に基づくボトムアップ型の学術研究は、

個々の大学の研究所等のほか、大学の枠を越えて大型の研究設備や大量の資料・デ

ータ等を全国の研究者が共同で利用したり、共同研究を行うという「共同利用・共

同研究」のシステムにより推進されてきました。 

 従来、共同利用・共同研究は、国立大学の全国共同利用型の附置研究所・研究施

設や大学共同利用機関を中心に推進されてきましたが、国全体の学術研究の更なる

発展のため、国公私を問わず、高いポテンシャルを有する研究施設を共同利用・共

同研究拠点として整備することが求められています。 

 このため、科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤部会における報告（平

成 20 年 5 月）を踏まえ、文部科学省では平成 20 年 7 月に学校教育法施行規則を改

正し、国公私立大学の研究所や研究施設を文部科学大臣が共同利用・共同研究拠点

として認定する新たな制度を創設しました。 

 

２．これまで実施されてきた共同利用・共同研究システムとはどのようなものか。 

 共同利用・共同研究システムは、大型の研究設備や大量の資料・データ等を全国

の国公私立大学の研究者の共同利用に供し、又は共同研究を行うことで、大学の枠

を越えて全国の研究者の知を結集し、当該分野の学術研究を効果的・効率的に推進

するシステムであり、これまでは国立大学の全国共同利用型の附置研究所等及び大

学共同利用機関を中心に行われてきました。 

 国立大学の全国共同利用型の附置研究所は、特定の大学に附置された研究所であ

るとともに、全国の研究者コミュニティに開かれた共同利用・共同研究を行う研究

組織です。全国共同利用型の研究施設も、同様に共同利用・共同研究を実施してき

ました。 

 また、大学共同利用機関は、学術の進展に伴い、個々の大学の枠を越え、全国的

視点に立った研究者等の結集や共同利用・共同研究の実施が可能な組織として設置

されています。 

 これらの研究組織を中心として行われてきた共同利用・共同研究システムは、こ

れまでの我が国の学術研究の発展に大きく貢献してきました。 

 

３．これまで国立大学において実施されてきた「全国共同利用」と今回の「共同利用・

共同研究拠点」の違いは何か。 

   これまで国立大学の全国共同利用型の附置研究所等において実施されてきた「全

国共同利用」の基本的な考え方は「共同利用・共同研究拠点」に踏襲されています。 

 主な共通点と相違点は、以下のとおりです。 

○主な共通点 

別紙３ 



・国公私立大学等の研究者に共同利用・共同研究の課題等を広く公募し、公正

に採択  

・開かれた運営体制を確保し、運営に外部研究者の意見を反映  

・外部研究者への支援体制を整備  

○主な相違点 

・これまで国立大学の全国共同利用型の附置研究所・研究施設において行われ

てきた共同利用・共同研究システムを、公私立大学にも拡大  

・これまで全国共同利用型の附置研究所等は、一分野につき一拠点の設置を原

則としてきたが、分野の特性に応じて複数設置することも可能に  

・これまでの全国共同利用型の附置研究所等は、単独の組織単位で認められて

きたが、複数の研究所から構成されるネットワーク型の拠点形成も可能に  

・学校教育法施行規則の改正等により、共同利用・共同研究拠点の制度的位置

付けを明確化  

 

《申請関係》 

４．拠点の申請に当たり、研究所や研究施設の規模に制限はあるか。 

   研究所等の規模に特に制限はありません。ただし、安定的・継続的に共同利用・

共同研究を推進できる運営体制（例：専任教員・技術職員・事務職員等の配置、学

内の予算配分等）が構築できるかなど、大学として事前に十分検討していただくこ

とが必要です。 

 

５．研究科や学部に附属する研究施設の拠点化は可能か。 

 研究科や学部附属の研究施設については、当該研究科や学部の目的に沿い、教育

研究活動の一環として設置されるものであり、こうした本来の目的・活動と研究者

コミュニティに開かれた共同利用・共同研究の拠点としての活動との整合が図られ

るのか、また、安定的・継続的に共同利用・共同研究を推進することができる運営

体制が構築できるか等の点について、大学として十分検討することが必要です。 

 一般的には、研究科や学部という教育を中心とした組織に附属する研究施設が、

共同利用・共同研究拠点として認定されるケースは少ないと考えられます。詳細に

つきましては文部科学省学術機関課へお問い合わせください。 

 

６．一大学から複数申請することは可能か。 

   可能です。その場合には、それぞれの拠点について申請を行っていただくことが

必要です。 

 

７．研究所や研究施設の一部が拠点となることは可能か。 

   研究所等の一部（例：研究所附属の研究センター）について単独で拠点申請する

ことは可能ですが、その場合は、極端に細分化された組織では現実的に拠点として

の役割を果たすことは困難と考えられるため、例えば 1研究室等ではなく、大学の



学則等の学内規程に位置付けられた研究組織であることが必要です。また、当該研

究所等の全体の目的・活動等との関係や、円滑な運営が確保できるか等について、

十分考慮されることが必要です。 

 

８．一つの研究所や研究施設が複数の拠点となることは可能か。 

一つの研究所等が複数の拠点に申請すること（例：研究所附属の A研究センター

と B研究センターがそれぞれ別の拠点化を目指す場合）は可能ですが、前問への回

答と同様な点について、十分な考慮が必要です。 

 なお、研究所等の一部又は全部が重複して複数の拠点となることはできませんの

で御留意ください（例：研究所全体が拠点化する一方で、その附属研究センターが

別の拠点となるような場合）。詳細につきましては文部科学省学術機関課へお問い

合わせください。 

 

９．共同研究の実績のない研究所や研究施設が拠点となることは可能か。 

   共同利用・共同研究拠点は、関連研究者の要請に基づいて活動し、当該分野の学

術研究を効果的・効率的に推進するものです。したがって、一般論として言えば、

関連研究者との共同研究の実績がない場合、関連研究者からの十分な要請や、当該

分野の拠点として共同利用・共同研究を推進できる見通し等の観点から、直ちに拠

点となりうる可能性は低いものと考えられます。詳細につきましては文部科学省学

術機関課へお問い合わせください。 

 

10．研究分野の特性に応じ、同じ研究分野内でも複数拠点が可能とあるが、どのような

拠点が認定されるか。 

   これまでの国立大学の全国共同利用型の附置研究所等は、一分野一拠点を原則と

してきましたが、今回の拠点制度においては、研究分野の特性により、複数の拠点

を設ける等の柔軟な形態を可能としました。 

 具体的にどのような分野においてどういうタイプの複数拠点がありうるのかに

ついては、一概にお答えできませんが、一般論として言えば、例えば以下のような

ケースが考えられます。 

1．一定の役割分担の下で相互に連携を図る複数の拠点を設けるパターン  

2．一定の地域ごとに複数の拠点を設けるパターン  

3．カバーする研究分野の広さや、研究手法の違い、重点を置く研究テーマの違

い、隣接する学問分野との関連性等により複数の拠点を設けるパターン  

 

11．認定後に申請内容を変更することは可能か。 

拠点として認定された際の基本的な事項を大幅に変更することは認められませ

ん（例：目的の大幅な変更）。その場合は、改めて申請していただくこととなりま

す。 

 その他、共同利用・共同研究の進展状況等に伴う変更等、詳細につきましては文

部科学省学術機関課へお問い合わせください。 



 

12．関連研究者からの申請施設を拠点として認定すべき旨の要請を証する書類とは具 

体的にどのようなものか。 

   具体的には関連学会等からの要望書を想定しています。学会としての提出が困難

な場合には、個人名での要望書もあり得ますが、研究者コミュニティとしての要望

であることを客観的に判断できるようなものであることが望まれます。 

 

《ネットワーク型共同利用・共同研究拠点関係》 

13．ネットワーク型の共同利用・共同研究拠点とは何か。 

従来の全国共同利用は研究所や研究施設が単独で行ってきましたが、今回の共同

利用・共同研究拠点制度では、研究分野の特性等に応じて、他大学も含めた複数の

研究所や研究施設がネットワークを構成して拠点を設置すること（ネットワーク型

共同利用・共同研究拠点）も可能とし、拠点形成の弾力化を図りました。 

 ネットワーク型共同利用・共同研究拠点の構想に当たっては、ネットワークを構

成することにより拠点として何を目指すのか、拠点として円滑な運営が可能か、ネ

ットワーク化による各研究所等への影響等（各研究所等の目的・研究活動との整合

性、円滑な運営が確保できるか等）について十分検討することが必要です。 

 

14．研究所や研究施設の一部がネットワーク型共同利用・共同研究拠点の構成機関と 

なることは可能か。 

基本的に可能ですが、その場合は、ネットワークへの参画による各研究所等への

影響、拠点としての円滑な運営の確保、研究所等の全体の目的・研究活動との整合

性等について十分検討することが必要です。詳細につきましては文部科学省学術機

関課へお問い合わせください。 

 

15．ネットワーク型拠点の構成機関に大学共同利用機関を含めることは可能か。 

   規定上、大学共同利用機関は認定の対象にはなりませんが、ネットワーク型拠点

を構成する 1機関として参画することは可能です。詳細につきましては文部科学省

学術機関課へお問い合わせください。 

 

《有効期間関係》 

16．共同利用・共同研究拠点の有効期間について。 

  共同利用・共同研究拠点制度は、研究所や研究施設の組織としての取組を推進す

るものであり、研究分野等によっては長期的な視野に立った推進が必要なものもあ

りますが、その場合であっても、研究者コミュニティの意向を踏まえ、共同利用・

共同研究が適切に行われているか等について、定期的に評価や見直しが必要です。

有効期間は、このような観点から、拠点制度の趣旨に沿った活動が行われているか

定期的に評価・チェックするために設定しており、公私立大学における、平成２７



年度からの共同利用・共同研究拠点については、６年間の認定期間を設定していま

す。 

 なお、有効期間終了後も共同利用・共同研究拠点の継続を希望する場合は、有効

期間終了前の適切な時期に改めて申請いただくこととなります。 

 

《その他》 

17．平成２６年度現在の認定状況について。 

   平成２６年度現在、国立大学２９大学７７拠点、公立大学２大学２拠点、私立大

学１５大学１６拠点の計４６大学９５拠点の認定が行われています。各拠点の概要

については、文部科学省ホームページ（共同利用・共同研究拠点：

http://www.mext.go.jp/a_menu/kyoten/index.htm）に掲載している、「共同利用・

共同研究拠点一覧」をご覧ください。 
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平成２７年度からの共同利用・共同研究拠点 申請書 

 

大 学 名  

申 請 者 

学 長 名  

本部所在地 
〒 

 

拠 点 の 名 称 （例：○○○○○拠点） 

申 請 施 設 の 名 称 （例：○○○研究所） 

研 究 分 野 ※共同利用・共同研究拠点の研究分野を記入 

申請施設の代表者 

フリガナ  
生年月日 昭和  年  月  日（  歳） 

氏 名  

所属部署  役 職 名  

所 在 地 
〒 

 

Ｔ Ｅ Ｌ  Ｆ Ａ Ｘ  

E - m a i l  

１．共同利用・共同研究拠点の全体概要 

（１）共同利用･共同研究拠点の目的・概要 

   ※拠点の目的 

※拠点の全体計画の概要 

※拠点の目指す役割 

※拠点形成の必要性 

※ネットワーク型拠点の場合は、上記に加え、ネットワーク型拠点とする必要性についても記入 

※特色ある拠点として申請する場合は、上記の各項目において、建学の精神、地域の個性やニーズ、学問

領域の新規性、災害からの復興や被災地支援等の特色を踏まえた内容を含めて記入 

   ※拠点に対する大学としての基本的考え方【別紙１】 

 

 

 

 

 

 

（２）期待される効果、意義 

   ※関連研究者コミュニティへの寄与 

   ※関連研究分野の発展や新規研究分野の創出への寄与（全国的な学術研究の発展への寄与） 

※若手研究者の育成への寄与（当該分野における若手研究者育成の必要性） 

※ネットワーク型拠点の場合は、上記に加え、ネットワーク型拠点として期待される相乗効果についても

記入 

    

 

 

 

 

別紙４ 
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（３）共同利用・共同研究拠点の体制 

※運営委員会等を中心とした体制を記入（全体的な体制が分かるように組織図等を用いて記入） 

※ネットワーク型拠点の場合は、上記に加え、共同利用・共同研究拠点の構成図と役割分担についても 

記入 
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２．申請施設の概要 

※申請施設の組織、人員、予算等 

※申請施設における主な競争的資金等の採択状況【別紙２】 

※申請施設におけるこれまでの主な研究実績（成果等）【別紙３】 

※学則その他大学の内規で申請施設の設置を規定しているものの写しを添付 

 

組織（組織図等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人員（平成２６年１１月１日現在） 

教授 准教授 講師 助教 助手 小計 技術職員 事務職員 研究員等 合計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) （  ) (  ) (  ) (  ) 

 ※上段は申請施設に所属する専任教職員数を記入してください。下段( )は兼任教員や非常勤職員等の人数を

外数で記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 予算（申請施設の運営経費等）   ○，○○○百万円（２５年度決算額） 

※上の経費には、競争的資金等の外部資金は含めないでください。ただし、申請施設の運営に大きく関わ

っている競争的資金等の外部資金がある場合は、その内訳を余白に記入してください。 

 

３．共同利用・共同研究の状況 

（１）共同利用・共同研究に供する施設、設備及び資料等の整備・利用状況【別紙４】 

（２）共同利用・共同研究の参加者に対する支援体制 

   ※研究室等の提供状況 等 

 

 

 

※今後、拠点化に当たり、学内措置等により、人員の拡充等を予定している場合は、表を追加して予定

の人員の内訳を記入してください。 

 

人員（平成○○年○月○日現在（予定）） 

教授 准教授 講師 助教 助手 小計 技術職員 事務職員 研究員等 合計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) （  ) (  ) (  ) (  ) 
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（３）運営委員会の状況 

   ※運営委員会の共同利用・共同研究拠点における位置付け・役割 

   ※設置規則（案）及び委員名簿（案）を別途添付 

 

 

 

（４）共同利用・共同研究の課題の公募方法 

※共同利用・共同研究拠点としての研究課題等の公募・採択方法 

※採択を審議する組織の設置規則（案）及び委員名簿（案）を別途添付 

 

 

（５）共同利用・共同研究に関する情報提供・情報発信 

   ※共同利用・共同研究に関する情報提供の内容・方法 

   ※共同利用・共同研究による研究成果の情報発信の仕組み 

 

 

（６）単年度の共同利用・共同研究への参加が見込まれる関連研究者数 

 

 

 

（７）申請施設が中心となった共同利用・共同研究の実績【別紙５】 

４．研究者コミュニティの状況 

※関連する研究者コミュニティの分野 

※関連する学会等の名称 

※研究者コミュニティからの要望の概要（要望書等を別途添付） 

 

５．共同利用・共同研究拠点の運営に対する支援体制 

（１）学内の支援体制 

   ※拠点における専任研究者･教育研究支援者等の措置状況 

   ※学内予算の配分状況 等 

 

 

（２）事務体制 

   ※拠点の事務体制について（組織図等を記入） 

 

 

 

 

事務担当責任者 

フリガナ  所属部署 

役 職 名 

 

 氏 名  

所 在 地 
〒 

 

Ｔ Ｅ Ｌ  Ｆ Ａ Ｘ  

E - m a i l  
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【別紙１】 

 

拠点に対する大学としての基本的考え方 
 

 

 大学名 

学長名  ○ ○ ○ ○        

 

 

 

※全学的な支援の在り方を含め、大学として拠点をどのように発展させるべきか等の基本的な考え方（例えば、

大学改革や大学の機能強化を推進する上で重要な研究拠点と位置づけている等）について記入してください

（自由記述）。 

 

 

 

 

 

 

  公印 
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【別紙２】 

 

申請施設における主な競争的資金等の採択状況 
 

○○○大学○○○○○（申請施設名） 

制度名 課題名 研究代表者 申請・採択状況 期間・予算規模 

（例） 

○○事業 

 

 

 

○○ ○○ 

 

採択 

 

Ｈ２２～Ｈ２６ 

○○百万円（総額） 

△△事業  △△ △△ 採択 Ｈ２３～Ｈ２７ 

△△百万円（総額） 

□□事業  □□ □□ 採択 Ｈ２４～Ｈ２８ 

□□百万円（総額） 

◇◇事業  ◇◇ ◇◇ 申請中 Ｈ２７～Ｈ２９ 

◇◇百万円（総額） 

     

     

 

（記入要領） 

１．申請施設において平成２６年度現在受け入れている又は申請を行っている主な競争的資金等（競争的資金

を中心とした公募型の研究資金。他府省を含む）を記入すること 

２．「制度名」欄には、競争的資金制度（事業）等の名称を記入すること 

３．「研究代表者」欄には、各制度（事業）における研究代表者名を記入すること 

４．「申請・採択状況」欄には、各制度（事業）の申請・採択状況について記入すること 

５．「期間・予算規模」欄には、各制度（事業）の期間・予算規模（単位：百万円。研究期間中の総額）を記入

すること 

６．最初に採択されているものを記入し、その次に申請中のものを記入すること 
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【別紙３】 

申請施設におけるこれまでの主な研究実績（成果等） 

（平成○○年度） 

○○○大学○○○○○（申請施設名） 

※過去３年度（平成２３～２５年度）分の主な研究実績（成果等）を別葉で記入すること 

 

研究実績（成果等）の概要 研究代表者 
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【別紙４】 

共同利用・共同研究に供する施設、設備及び資料等の整備・利用状況 

（平成○○年度） 

 

○○○大学○○○○○（申請施設名） 

※過去３年度（平成２３～２５年度）分の実績（整備・利用状況）を別葉で記入すること 

※世界／国内最高性能（規摸）を持つ施設・設備（資料等）の場合は、「性能」欄に○（世界最高）／△（国内

最高）を記入し、「概要」欄にどういった点が世界／国内最高性能（規摸）であるのかを記入すること 

施設、設備及び資料等名 
性

能 
概    要 総利用者数 

 

うち共同利用・ 

共同研究者数 

（例） 

○○施設 
○  

（例）       

人（学内） 

      人（学外） 

   

人（学内） 

人（学外） 

○○設備 △  

       

人（学内） 

      人（学外） 

   

人（学内） 

人（学外） 

○○文献データベース    アクセス ― 
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【別紙５】 

申請施設が中心となった主な共同利用・共同研究の実績 

  

○○○大学○○○○○（申請施設名） 

 

１．平成○○年度の主な共同利用・共同研究の概要              （平成○○年度総件数 ○○件） 

共同利用・共同研究課題名 共同利用・共同研究の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

※過去３年度（平成２３～２５年度）分の実績を別葉で記入すること 
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２．共同利用・共同研究者の受入れ状況（平成○○年度） 

 ※ 当該申請施設が主催して行う共同利用・共同研究に参加した研究者の人数、延べ人数、所属機関数を記入す

ること（学内の研究者も含む） 

 ※ 過去３年度（平成２３～２５年度）分の受入れ状況を別葉で記入すること 

分  類 
概  要 

※ テーマ、概要等を記載 
人 数 

延べ人数 

（人・日） 

所属 

機関数 

（例） 

一般共同研究 

 

 
   

施設等利用型共

同研究 

 

 
   

研究会・研究集

会 

 

 
   

 

 

 

 
   

合 計     

注１：共同利用・共同研究者は以下の者を除き、共同利用・共同研究者の定義を、下の＜共同利用・共同研究者の

定義、カウント方法＞欄に記入すること 

ａ 民間等の受託研究員制度、特別研究員制度等の他の制度で受け入れた研究者 

    ｂ 学生としての大学院生、外国人留学生等 

    ｃ 民間企業の研究者で当該企業の目的のために施設・設備及び資料等を利用する者 

 

注２：延べ人数は以下の例を参考に考え、カウント方法を、下の＜共同利用・共同研究者の定義、カウント方法＞

欄に記入すること 

例１）１つの共同利用・共同研究プロジェクトで２人が３日来所した場合 

   → 人数２人、延べ人数６人・日 

例２）同一人物が２つのプロジェクト(Ａ、Ｂ)に参加し、プロジェクトＡのために３日、プロジェクトＢ

のために４日来所した場合 

     → 人数２人、延べ人数７人・日 

 

注３：所属機関数は、実数（重複を取り除いた数値）で記入すること 

 

＜共同利用・共同研究者の定義、カウント方法＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※共同利用・共同研究者の定義、カウント方法を記入 
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共同利用・共同研究拠点 申請書記入要領 
 

Ⅰ 共通留意事項 
・申請書はすべて日本工業規格Ａ４版で作成してください。 
・文字の大きさは９ｐｔ～１２ｐｔ程度で作成してください。 
・誤記入があった場合は改めて作成してください。（訂正印、修正液の使用等は御遠慮ください。） 
・作成に当たって、文字数の超過等により、不自然な罫線のずれや改行等が生じた場合は、読

みやすい形で適宜修正を施し作成してください。 
・様式にあらかじめ※記号で記載されている留意事項及び記入例は削除して作成してください。 
・申請書類の提出に当たっては、原則として、原本は片面印刷、コピーは両面印刷（カラー可）

とし、申請書及び別紙１～５、大学の学則等（申請施設を記載している規則）、運営委員会等

の設置規則（案）及び委員名簿（案）、研究者コミュニティからの要望書の順番で各々左上１

箇所をステープラーで留め、全体をクリップ留めしてください。 
・申請書類の紙媒体での提出（原本１部、コピー２５部）と併せて、電子媒体（CD－ROM 等）

も提出してください。 
（１．申請書及び別紙１～５、２．大学等の学則等、３．運営委員会等の設置規則（案）及

び委員名簿（案）、４．研究者コミュニティからの要望書を別ファイルとし、申請施設毎のフ

ォルダを設け保存） 
・共同利用・共同研究拠点の申請に当たっては、原則、学長からの申請としてください。 

 ・ネットワーク型拠点の申請に当たっては、研究施設毎に申請書を作成し、中核機関によると

りまとめの上、提出してください。（中核機関を先頭にして提出してください。） 
 

Ⅱ 申 請 書  
・「申請者」欄は、学長の氏名を記入してください。 
・「拠点の名称」欄は、○○○○○拠点というように記入してください。 
・「申請施設の名称」欄は、拠点となる組織の名称を記入してください。（例：○○○研究所） 
 なお、複数の施設がネットワーク型共同利用・共同研究拠点を構成する場合は、以下の例の

ように記入してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・「研究分野」欄は、共同利用・共同研究拠点の研究分野を記入してください。なお、科学研究

費助成事業の系・分野・分科・細目表の細目レベルの名称を参考に記入してください。 
（http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/02_koubo/saimoku.html） 

 
１．共同利用・共同研究拠点の全体概要 
・「（１）共同利用・共同研究拠点の目的・概要」欄は、共同利用・共同研究拠点の目的、全体

計画の概要、拠点の目指す役割、拠点形成の必要性について記入してください。 
 ネットワーク型共同利用・共同研究拠点の場合は、ネットワーク型拠点とする必要性につい

（例） 
 ○○○研究所 
（ネットワーク型共同利用・共同研究拠点を構成する他施設） 
□□大学□□□研究所（中核拠点） 
△△大学△△△研究センター 
◎◎大学◎◎◎センター 

別紙５ 
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ても記入してください。 
 また、上記の各項目において、建学の精神、地域の個性やニーズ、学問領域の新規性、災害

からの復興や被災地支援等の特色を踏まえた内容を含めて記入してください。 
・「拠点に対する大学としての基本的考え方」を【別紙１】に記入してください。  
・「（２）期待される効果、意義」欄は、関連研究者コミュニティや全国的な学術研究の発展、

若手研究者の育成にどのように寄与するかなどについて記入してください。 
 ネットワーク型共同利用・共同研究拠点の場合は、ネットワーク型拠点として期待される相

乗効果についても記入してください。 
・「（３）共同利用・共同研究拠点の体制」欄は、当該拠点の運営委員会等を中心とした体制を

記入してください。その際、全体的な体制が分かるように組織図等を用いて記入してくださ

い。ネットワーク型共同利用・共同研究拠点の場合は、ネットワーク型拠点の構成図と役割

分担を記入してください。 
 
２．申請施設の概要 

・申請施設の組織、人員、予算等を記入してください。ネットワーク型共同利用・共同研究拠

点については、当該申請施設の概要を記入してください。（ネットワーク型共同利用・共同研

究拠点を構成する全ての申請施設の概要を記入する必要はありません。） 
・人員を記入する表（以下、人員記入表）は、平成２６年１１月１日現在の現員数を記入して

ください。なお、専任教職員を上段に記入し、兼任教員や非常勤職員等については、下段に

（ ）書きで、外数で記入してください。 今後、拠点化に当たり、学内措置等により、申請

施設における人員の拡充等を予定している場合は、人員記入表を追加して、予定の人員の内

訳を記入してください。 
・予算は、申請施設の運営に係る人件費、運営費、研究費等を記入してください（前年度決算

額）。その際、競争的資金等の外部資金は含めないでください。ただし、申請施設の運営に大

きく関わっている競争的資金等の外部資金がある場合は、その内訳を記入してください。 
・「申請施設における主な競争的資金等の採択状況」を【別紙２】に記入してください。その際、

申請施設において平成２６年度現在受け入れている又は申請を行っている、申請施設の研究

活動を代表する主な競争的資金等（競争的資金を中心とした公募型の研究資金。他省庁を含

む）を記入してください。 
・「申請施設におけるこれまでの主な研究実績（成果等）」を、【別紙３】に過去３年度（平成２

３～２５年度）分の主な研究実績（グローバルＣＯＥ等の他の施策による実績を含む）を別

葉で記入してください。 
なお、申請時点において、平成２６年度内に、顕著な研究実績（成果等）をあげている場合

は、平成２６年度分を別葉で作成（追加）し提出いただいてもかまいません。 
記入に当たっては、新しい研究分野の開拓や、教育研究活動に反映した例、社会的ニーズと

の関わり、社会貢献等に留意してください。 
・学則その他大学の内規で申請施設の設置を規定しているものの写しを添付してください。 

 
３．共同利用・共同研究の状況 

・「（１）共同利用・共同研究に供する施設、設備及び資料等の整備・利用状況」を、【別紙４】

に、過去３年度（平成２３～２５年度）分の実績を別葉で記入してください。申請施設が保

有する施設、設備、学術資料・データベース等、概要及び利用数、アクセス数等を記入して

ください。また、世界／国内最高性能（規模）を持つ施設・設備（資料等）の場合は、「性能｣

欄に○（世界最高）／△（国内最高）を記入し、「概要」欄にどの点が世界／国内最高性能（規

模）であるのかを記入してください。 
なお、申請時点において、平成２６年度内に、利用数等の大幅な増加がある場合は、平成２
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６年度分を別葉で作成（追加）し提出いただいてもかまいません。 
・「（２）共同利用・共同研究の参加者に対する支援体制」欄は、共同利用・共同研究者に対す

る研究室、パソコン等の提供状況、図書館等の開放状況、データベース等へのアクセス状況、

宿泊施設の確保状況、申請施設の利用に関する技術的支援の状況等を記入してください。 
・「（３）運営委員会の状況」欄は、運営委員会の共同利用・共同研究拠点における位置付け・

役割について記入してください。その際、設置規則（案）及び委員名簿（案）を別途添付し

てください。 
・「（４）共同利用・共同研究の課題の公募方法」欄は、共同利用・共同研究拠点としての研究

課題等の公募・採択方法を記入してください。なお、採択を審議する組織の設置規則（案）

及び委員名簿（案）を別途添付してください。 
・「（５）共同利用・共同研究に関する情報提供・情報発信」欄は、外部の研究者等に対する共

同利用・共同研究への参加の方法、利用可能な施設、設備及び資料等の状況等の情報の提供

方法や、共同利用・共同研究による研究成果の対外的な情報発信の仕組みについて記入して

ください。 
・「（６）単年度の共同利用・共同研究への参加が見込まれる関連研究者数」欄は、共同利用・

共同研究への参加が見込まれる関連研究者数を記入してください。その際、見込まれる参加

研究者数約○○人（延べ約○○○人・日）というように、見込まれる実人数と延べ人数を記

入してください。  
・「（７）申請施設が中心となった主な共同利用・共同研究の実績」を、【別紙５】に、過去３年

度（平成２３～２５年度）分の実績を別葉で記入してください。「１．平成○○年度の主な共

同利用・共同研究の概要」については、枠外上段（ ）書きの部分に当該年度における共同

利用・共同研究の総件数を記入した上、その中で主な共同利用・共同研究課題名及びその概

要を５～７件程度記入してください。 
また、「２．共同利用・共同研究者の受入れ状況（平成○○年度）」については、申請施設が

主催して行う共同利用・共同研究の分類に従い、その概要、参加した研究者の人数、延べ人

数、所属機関数を記入してください。分類については、例を参考に各大学の内規等に基づく

共同研究の分類を記入してください。また、注１～注３を留意の上カウントし、「共同利用・

共同研究者の定義、カウント方法」欄に、カウントに当たっての共同利用・共同研究者の定

義、カウント方法を記入してください。 
なお、申請時点において、平成２６年度内に、顕著な共同利用・共同研究の実績をあげてい

る場合や参加者数の大幅な増加がある場合は、平成２６年度分を別葉で作成（追加）し提出

いただいてもかまいません。 
 
４．研究者コミュニティの状況 

・関連する研究者コミュニティの分野、関連する学会等の名称、研究者コミュニティからの要

望の概要等を記入し、要望書等を別途添付してください。 
 
５．共同利用・共同研究拠点の運営に対する支援体制について 

・「（１）学内の支援体制」欄は、共同利用・共同研究拠点に措置することを予定している専任

の研究者・教育研究支援者等や学内で予定している予算措置等、拠点に対する学内の支援の

状況を記入してください。 
・「（２）事務体制」欄は、共同利用・共同研究拠点を運営していく上での事務体制について、

組織図等を用いて記入してください。また、「事務担当責任者」欄の関係箇所も併せて記入し

てください。 


